
第１号様式（第５条関係）

平成 年度大分県建設業経営力強化支援事業補助金交付請求書

平成 年 月 日

殿

（申請者）

印

平 成 年 月 日 付 け 第 号 で 交 付 決 定 通 知 の あ っ た 平 成

年 度 大 分 県 建 設 業 経 営 力 強 化 支 援 事 業 補 助 金 円 を 精 算 払 い の 方

法 に よ り 交 付 さ れ る よ う 、 大 分 県 建 設 業 経 営 力 強 化 支 援 事 業 補 助 金 交 付 要 綱

第 ５ 条 の 規 定 に よ り 請 求 し ま す 。

　（補助金振込先口座）

・ 銀行 本・支店

・

・ ・

・

大分県知事

当　　座口 座 種 別

所 在 地

振 込 先 銀 行 名

口 座 番 号

商 号

代 表 者

口 座 名 義

普　　通



第２号様式（第１０条関係）

平成 年度大分県建設業経営力強化支援事業補助金交付申請書
及び実績報告書

平成 年 月 日

殿

（申請者）

印

平 成 年 度 に お い て 、 企 業 合 併 等 支 援 事 業 の 補 助 を 受 け た い の で 、 大 分

県 建 設 業 経 営 力 強 化 支 援 事 業 補 助 金 交 付 要 綱 第 １ ０ 条 の 規 定 に よ り 下 記 の と

お り 申 請 し ま す 。

記

1 企業合併等

2 　　 別紙関係書類のとおり

3 別紙関係書類のとおり

※関係書類及び添付書類
（１）関係書類

①企業合併等実施報告書（第３号様式）
②企業合併等支援事業精算書（第４号様式）

（２）添付書類
①合併契約書
②合併前の商業登記簿謄本（合併により消滅した会社の閉鎖登記簿謄本）
③合併契約日における株主（出資者）一覧表
④合併後の商業登記簿謄本
⑤支出を証する書類（領収書等）
⑥公告記事
⑦入札参加資格再認定通知書

代 表 者

経 費 の 配 分 等

補 助 事 業 の 目 的

補 助 事 業 の 内 容

大分県知事

所 在 地

商 号



第３号様式（第１０条関係）

企　業　合　併　等　実　施　報　告　書

般 ・ 特 第 号

般 ・ 特 第 号

般 ・ 特 第 号

入札参加資格の
業種及び等級

代　　　表　　　者

所　　　在　　　地

代　　　表　　　者

代　　　表　　　者

商　　　　　　　 号

建設業許可番号

商　　　　　　　 号

建設業許可番号

入札参加資格の
業種及び等級

所　　　在　　　地

所　　　在　　　地
合併等以後の

合併等の形態
（新設合併、　　

合併等をする

商　　　　　　　 号
法人　　　　　　

建設業許可番号

以前の法人　

吸収合併等）

入札参加資格の
業種及び等級

合併等契約の日

合併等の日



第４号様式（第１０条関係）

企　業　合　併　等　支　援　事　業　精　算　書

１　合併等に要した経費 （単位：円）

① 円 円

会計処理経費 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

② 円 円

登記経費 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

③ 円 円

公告経費 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

④ 円 円

経審等申請経費 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

⑦

円 円

※　「補助対象経費⑥」は、「事業に要した経費⑤」から補助対象外の消費税・地方消費税を
　除いた額を経費名ごとに記入すること。

２　補助金交付申請額

円 円

※　「交付申請額⑧」は、「補助対象経費⑦」の２分の１（５０万円を限度）とし、千円未満を切り
　捨てること。

補助対象経費合計　⑦ 交付申請額　⑧

0合　計 0

0 0

補助対象経費　⑥経 費 区 分 備　　考経　費　名 事業に要した経費　⑤



第５号様式（第１２条関係）

平成 年度大分県建設業経営力強化支援事業補助金交付決定通知書
及び補助金 の 額 の 確定通知書

第 号
平成 年 月 日

殿

平 成 年 月 日 付 け で 交 付 申 請 及 び 実 績 報 告 の あ っ た 上 記 の 補 助

金 に つ い て は 、 大 分 県 建 設 業 経 営 力 強 化 支 援 事 業 補 助 金 交 付 要 綱 第 １ ２ 条 の

規 定 に よ り 下 記 の と お り 交 付 が 決 定 し 、 補 助 金 の 額 は 金 円 に 確 定 し

た の で 通 知 し ま す 。

記

1 金 円

2 　　
（１）この補助金に係る収入及び支出を明らかにした預金通帳、金銭（預金）出納簿等の
　帳簿及び契約書、領収書等の証拠書類は、補助事業が完了した日の属する年度の翌
　年度から起算して５年間整備保管すること。
（２）その他、大分県補助金等交付規則、大分県建設業経営力強化支援事業実施要領
　及び大分県建設業経営力強化支援事業補助金交付要綱の定めに従うこと。

補 助 条 件

大分県知事

補 助 金 の 交 付 決 定 額



第６号様式（第１４条関係）

平成 年度大分県建設業経営力強化支援事業補助金交付申請書

平成 年 月 日

殿

（申請者）

印

平 成 年 度 に お い て 、 新 分 野 進 出 支 援 事 業 の 補 助 を 受 け た い の で 、 大 分

県 建 設 業 経 営 力 強 化 支 援 事 業 補 助 金 交 付 要 綱 第 １ ４ 条 の 規 定 に よ り 下 記 の と

お り 申 請 し ま す 。

記

1 新分野進出検討 （ ・ ）
（採択を受けた区分に○をすること）

2 　　 平成 年 月 日

3 添付書類
（１）新分野進出の検討に係る実施計画書（第７号様式）
（２）新分野進出の検討に係る収支予算書（第８号様式）

事 業 完 了 予 定

「 基 礎 調 査 型 」 「進出計画策定型」

所 在 地

商 号

代 表 者

補助事業の目的

大分県知事



第７号様式（第１４条関係）

新 分 野 進 出 の 検 討 に 係 る 実 施 計 画 書

１　申請区分
・ （採択を受けた区分に○をすること）

２　新分野進出の検討を行う業種及び事業内容

３　現行の事業内容（建設業を含む）

４　当該補助事業に係る実施予定

（１）実施予定期間 平成 年 月 日 か ら 平成 年 月 日

（２）予定日程等

「 基 礎 調 査 型 」 「進出計画策定型」

予　定　日　程 予　定　事　項 具　体　的　な　内　容

業　　　　　種 事　　業　　内　　容

業　　　　　種 事　　業　　内　　容



第８号様式（第１４条関係）

新 分 野 進 出 の 検 討 に 係 る 収 支 予 算 書

１　収入

円

県費補助金　①

事業者負担分

② 円
計

２　支出

円 円

⑤ 円 ⑥ 円
計

※　「うち補助対象経費④」は、「支出予算額③」から補助対象外の消費税・地方消費税を
　除いた額を項目ごとに記入すること。
※　「収入予算額計②」と「支出予算額計⑤」は一致させる。

県費補助金の計算

円 円 円 円

※　同じ業種について基礎調査型で支援済みの者は、その補助額を⑦に記入すること。
※　「補助限度額⑧」は、基礎調査型は３０万円、進出計画策定型は１００万円から「基礎調査
　型補助済額⑦」を控除した額とする。
※　「補助対象経費計⑥の２分の１相当額⑨」は、「補助対象経費計⑥」の２分の１とする。
※　「県費補助金①」は、「補助限度額⑧」、「補助対象経費計⑥の２分の１相当額⑨」のいずれ
　か少ない方の額とし、千円未満を切り捨てること。

基礎調査型補助済額 ⑦ 補助限度額　⑧ 補助対象経費計⑥の２分の１相当額　⑨ 県費補助金　①

0 0

0 0

項　　目 予　算　額　③ うち補助対象経費④ 積　算　内　訳

0

項　　目 予　　　算　　　額 備　　　考

0

0



第９号様式（第１５条関係）

平成 年度大分県建設業経営力強化支援事業変更承認申請書

平成 年 月 日

殿

（申請者）

印

平 成 年 月 日 付 け 第 号 で 交 付 決 定 通 知 の あ っ た 平 成

年 度 新 分 野 進 出 支 援 事 業 に つ い て 、 下 記 の と お り 変 更 し た い の で 承 認 さ

れ る よ う 、 大 分 県 建 設 業 経 営 力 強 化 支 援 事 業 補 助 金 交 付 要 綱 第 １ ５ 条 第 １ 項

の 規 定 に よ り 申 請 し ま す 。

記

1

2 　　
（１）変更実施計画書
（２）変更収支予算書

大分県知事

添 付 書 類

変 更 の 理 由

所 在 地

商 号

代 表 者



第１０号様式（第１６条関係）

平成 年度大分県建設業経営力強化支援事業補助金交付決定通知書

第 号
平成 年 月 日

殿

平 成 年 月 日 付 け で 交 付 申 請 の あ っ た 上 記 の 補 助 金 に つ い て

は 、 大 分 県 建 設 業 経 営 力 強 化 支 援 事 業 補 助 金 交 付 要 綱 第 １ ６ 条 の 規 定 に よ り

下 記 の と お り 交 付 す る こ と に 決 定 し ま し た の で 、 通 知 し ま す 。

記

１ 新分野進出検討　（基礎調査型　・　進出計画策定型）

２ 金 円

３ 金 円

４ 金 円

５ 　　
（１）補助事業の内容又は経費の配分の変更（知事が定める軽微な変更を除く。）をする場合
　　は、補助事業変更承認申請書（第９号様式）を知事に提出し、その承認を受けること。
（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合は、知事の承認を受けること。
（３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合
　　は、速やかに知事に報告し、その指示を受けること。
（４）この補助金に係る収入及び支出を明らかにした預金通帳、金銭（預金）出納簿等の帳簿
　　及び契約書、領収書等の証拠書類は、補助事業が完了した日の属する年度の翌年度か
　　ら起算して５年間整備保管すること。
（５）その他、大分県補助金等交付規則、大分県建設業経営力強化支援事業実施要領及び
　　大分県建設業経営力強化支援事業補助金交付要綱の定めに従うこと。
（６）（１）の知事が定める軽微な変更の範囲は、補助金の額に変更を及ぼさない変更で、次
　　のとおりとする。

ア　補助金の交付目的に反しない事業内容の変更
イ　補助対象経費の２０パーセント以内の増減

補 助 条 件

補 助 金 の 交 付 決 定 額

補 助 事 業 の 目 的

基 礎 調 査 型 補 助 済 額

補 助 対 象 経 費

大分県知事



第１１号様式（第１８条関係）

平成 年度大分県建設業経営力強化支援事業補助金実績報告書

平成 年 月 日

殿

（申請者）

印

平 成 年 月 日 付 け 第 号 で 交 付 決 定 通 知 の あ っ た 上 記

の 補 助 金 に つ い て 、 下 記 の と お り 実 施 し た の で 、 大 分 県 建 設 業 経 営 力 強 化 支

援 事 業 補 助 金 交 付 要 綱 第 １ ８ 条 の 規 定 に よ り 、 そ の 実 績 を 関 係 書 類 を 添 え て

報 告 し ま す 。

記

1 新分野進出検討 （ ・ ）
（交付決定を受けた区分に○をすること）

2 　　 平成 年 月 日

※関係書類及び添付書類
（１）関係書類

①新分野進出の検討に係る事業実績書（第１２号様式）
②新分野進出の検討に係る収支精算書（第１３号様式）
③新分野進出計画書（第１４号様式）…進出計画策定型のみ

（２）添付書類
①支出を証する書類
②報告書等事業内容を説明できるもの

補助事業の目的

事業完了年月日

「 基 礎 調 査 型 」 「進出計画策定型」

所 在 地

商 号

代 表 者

大分県知事



第１２号様式（第１８条関係）

新 分 野 進 出 の 検 討 に 係 る 事 業 実 績 書

１　交付決定区分
・ （交付決定を受けた区分に○をすること）

２　検討を行った業種及び事業内容

３　事業の日程及び事業の内容

（１）実施期間 平成 年 月 日 か ら 平成 年 月 日

（２）実施日程等

「 基 礎 調 査 型 」 「進出計画策定型」

実　施　日　程 実　施　事　項 具　体　的　な　内　容

業　　　　　種 事　　業　　内　　容



第１３号様式（第１８条関係）

新 分 野 進 出 の 検 討 に 係 る 収 支 精 算 書
１　収入

円 円 円
県費補助金　①

事業者負担分

④ 円 円 円
計

２　支出

円 円

⑦ 円 ⑧ 円
計

円 円

円 円

※　「うち補助対象経費⑥」は、「精算額⑤」から対象外の消費税・地方消費税を除いた額を
　項目ごとに記入すること。
※　「収入精算額計④」と「支出精算額計⑦」は一致させる。

県費補助金の計算

円 円 円 円

※　同じ業種について基礎調査型で支援済みの者は、その補助額を⑪に記入すること。
※　「補助限度額⑫」は、基礎調査型は３０万円、進出計画策定型は１００万円から「基礎調査
　型補助済額⑪」を控除した額とする。
※　「補助対象経費計⑧の２分の１相当額⑬」は、「補助対象経費計⑧」の２分の１とする。
※　「県費補助金①」は、「補助限度額⑫」、「補助対象経費計⑧の２分の１相当額⑬」のいずれ
　か少ない方の額とし、千円未満を切り捨てること。

項　　目 精　算　額　② 予　算　額　③ 増減（②－③） 備　　考

0 0

0 0 0

0 0

項　　目 精　算　額　⑤ うち補助対象経費⑥ 積　算　内　訳

補助限度額　⑫ 補助対象経費計⑧の２分の１相当額　⑬

0 0
予　算　額　⑨ うち補助対象経費⑩

県費補助金　①

0 0

増減（⑦－⑨） 増減（⑧－⑩）

0 0

基礎調査型補助済額 ⑪



第１４号様式（第１８条関係）

新 分 野 進 出 計 画 書

印

１．事業概要

２．新分野進出の背景や動機について

３．市場の規模（予想される顧客数）・販売対象エリア等の状況について

４．新商品・新サービスの特性、強み、自社の優位性について

５．顧客・販売先・販売方法・価格設定等について

６．新商品等の調達や製造方法について

代 表 者

所 在 地

商 号



７．事業実施上の問題点・課題等

８．新分野の売上・利益計画 （単位：千円）
平 成 年 月 期 平 成 年 月 期 平 成 年 月 期

・
・
・
・

％ ％ ％

％ ％ ％

９．投資・資金計画 （単位：千円）
平 成 年 月 期 平 成 年 月 期 平 成 年 月 期

（設備投資） （設備投資） （設備投資）

（その他） （その他） （その他）

計
（自己資金） （自己資金） （自己資金）

（金融機関） （金融機関） （金融機関）

計
10．人員配置計画 （単位：人）

平 成 年 月 期 平 成 年 月 期 平 成 年 月 期

＜製造部門　計＞
正社員 採用

配置転換
パート採用

正社員 採用
配置転換

パート採用

＜販売・営業・事務部門　計＞

計

部 門 別 配 置 人 員

資
金
需
要

資
金
調
達

目 標 当 期 利 益 率

事 業 ・ 商 品 の 内 訳

売 上 高 計
目 標 粗 利 益 率



第１５号様式（第１９条関係）

平成 年度大分県建設業経営力強化支援事業補助金 の 額 の 確定通知書

第 号
平成 年 月 日

殿

平 成 年 月 日 付 け で 提 出 の あ っ た 平 成 年 度 大 分 県 建 設 業 経

営 力 強 化 支 援 事 業 補 助 金 実 績 報 告 書 に 基 づ き 、 平 成 年 月 日 付 け

第 号 に よ る 交 付 決 定 通 知 に 係 る 補 助 金 の 額 円 に つ い て

は 、 金 円 に 確 定 し た の で 、 大 分 県 建 設 業 経 営 力 強 化 支 援 事 業 補 助 金

交 付 要 綱 第 １ ９ 条 の 規 定 に よ り 通 知 し ま す 。

大分県知事


